
第３章 役員及び職員 

（理事の定数） 

第 26 条 この組合の理事の定数は、８人とする。 

（理事及び監事の任期） 

第 27 条 理事及び監事の任期は、議員の任期とする。 

2 理事及び監事は、その任期満了の日前に、議員の資格を失ったときは、その資格を失う。 

3 理事及び監事に欠員を生じたため、新たに選挙された理事及び監事の任期は、前任者の

残任期間とする。 

4 理事の定数に異動を生じたため、新たに選挙された理事の任期は、現に理事である者の

任期満了の日までとする。 

5 理事及び監事は、第 1 項の規定にかかわらず、任期満了後であっても、後任者が就任す

るまでその職務を行う。 

（理事、理事長及び監事の選挙） 

第 28 条 理事、理事長及び監事は、無記名投票による選挙により行わなければならない。 

2 前項の投票は、１人につき１票とする。 

3 選挙の結果、最多数の投票を得た者をもって当選人とする。 

4 前各項に定めるもののほか、理事、理事長及び監事の選挙に関して必要な事項は、組合

会の議決を経て別に定める。 

（理事会の構成） 

第 29 条 この組合に理事会をおき、理事をもって構成する。 

（理事会の招集の手続き） 

第30条 理事会は、必要に応じ、理事長が招集し、理事長がその議長となる。 

2 前項のほか、理事長は、理事の定数の 3 分の１以上の者から会議の目的である事項を示

して理事会の招集の請求があったときは、速やかに理事会を招集しなければならない。 

3 理事会を招集するには、理事に対し、その開会の日の７日前までに会議の目的である事

項並びに開会の日時及び場所を示し、文書で通知しなければならない。ただし、急施を要

する場合は、この限りでない。 

４ 前項の規定は、監事について準用する。 

５ 理事会は会議システムにより開催することができる。 

（理事会の決定事項） 

第 31 条 次の各号に掲げる事項は、理事会において決定する。 

（1）組合会に提出する議案 

 （2）常務理事の選任及び解任の同意 

  （3）事業運営の具体的方針 

  （4）準備金その他の財産の保有及び管理の具体的方法 

  （5）この規約に定める事項 

  （6）その他事務執行に関する事項で理事会において必要と認めたもの 
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（理事会の議事） 

第 32 条 理事会は、理事定数の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

2 理事会の議事は、出席理事の過半数で決する。可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

3 理事会に出席することのできない理事は、あらかじめ通知を受けた会議の目的である事

項について、賛否の意見を明らかにした書面又は代理人をもって、理事会に加わることが

できる。 

4 前項の代理を行う場合は、理事会に出席する他の理事でなければ、代理を行うことはで

きない。 

5 理事は、特別の利害関係のある議事については、その議事に加わることができない。た

だし、理事会の同意があった場合は、出席して発言することができる。 

6 理事長は、次の各号のいずれかの理由により理事会の開催が困難であると認められると

きは、期日を定めて第３項の規定による書面の提出を求めることとし、理事定数の半数

以上を満たす書面の提出がある場合には、あらかじめ通知した会議に付議すべき事項に

ついて議決（以下「書面による議決」という。）をすることができる。 

（１）議員の疾病、負傷 

（２）議員に係る災害又は交通途絶 

（３）災害等の発生による外出自粛要請 

7  理事長は、前項の議決をおこなった場合には、すみやかに理事に通知しなければなら

ない。 

（理事会の会議録） 

第 33 条 理事会の議事については、会議録を作成する。 

2 前項の会議録については、第２３条の規定を準用する。 

（理事長の職務） 

第 34 条 理事長は、組合の事務を総理し、第３１条の規定により理事会において決定する

事項以外の事項について決定する。 

（常務理事及びその職務） 

第 35 条 この組合に１名の常務理事をおき、理事会の同意を得て、理事長が理事のうちか

らこれを指名する。 

2 常務理事は、理事長を補佐し、常務を掌理する。 

（監事の職務） 

第 36 条  監事は、組合の行う事業の全般を監査する。 

2 監査は、組合の決算終了後、組合会が決算を承認する前に必ず実施するほか、監事が 

 必要と認めた場合に実施する。 

3 監事は、監査を実施したときは、組合会に対し書面をもって意見を述べなければなら 

ない。 

4  前 3 項に定めるもののほか、監事の行う監査に関して必要な事項及び様式等は、組合会

の議決を経て別に定める。 
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（理事長の専決） 

第37条  理事長は、健康保険法施行令（大正 15 年勅令第 243 号。以下「施行令」という。） 

第 7条第 4項の規定に基づき、緊急に行う必要のあるものを処分することができる。 

2 理事長は、前項の規定による処置を行なったときは、次の組合会においてこれを報告し、 

 組合会において当該事項を決定する場合に必要な議決数をもって承認を得なければなら 

 ない。 

（理事長の事務委任） 

第 38 条 理事長は、第３４条に規定する事務の一部を常務理事に委任することができる。 

（理事長の職務代理） 

第 39 条 理事長に故障がある場合において、その職務を代理する理事は、理事長が指名す

る。 

（理事、理事長、常務理事及び監事の就任） 

第 40 条 理事、理事長及び監事は当選が確定した日から、常務理事は理事長が指名した日

から就任する。 

2  理事、理事長、常務理事及び監事が就任したときは、すみやかにその旨を公告しなけれ

ばならない。 

（理事、監事の旅費及び報酬補償） 

第 41 条 第２４条の規定は、理事及び監事について準用する。 

（職員） 

第 42 条 この組合に必要な職員（事務長その他）をおき、理事長がこれを任免する。 

2 前項に定めるもののほか、職員に関して必要な事項は、理事会が別に定める。 

（秘密を守る義務） 

第 43 条 役職員は、業務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた 

 後といえども同様とする。 

  

 


